
  131  

はじめに

　本稿は，次年度実施予定の全国的な顧客調査に向けての仮説構築を目的とするものである。

先行研究の知見を精査し，小売業各社の実務担当者へのヒヤリング調査を経た上で，ID-

POS データによる顧客購買行動分析に基づいて，顧客のストア・ロイヤルティ形成の様々

な分析視点を収集・整理していくことを目的としている。顧客調査を進める際に想定してい

る対象は，エリア・ドミナントを展開し全国各地に散在するドラッグストア・チェーン 19

社である。したがって，顧客調査の対象者は調査協力先企業の顧客構成に依存した被験者属

性に偏る可能性があるが，ドラッグストア業態におけるストア・ロイヤルティ研究調査とし

ては極めて広域かつ多くの被験者母数を期待できる点で希少価値の高いものと言える。

　本稿で導出する仮説は，ドラッグストアという業態選択及び評価，ドラッグストア業態の

中のチェーン選択及び評価，ドラッグストア・チェーンにおける店舗選択及び評価に関する

要素と基準を明らかにしていくことを目的とする。また，ストア・ロイヤルティに関するプ

ロセス・スキームの解明に向けて，顧客のストア・ロイヤルティの転換点に関する要因につ

いても検討を進める。そして，ストア・ロイヤルティ形成のプロセスを解明する前提として，

次年度以降の研究に向けたストア・ロイヤルティの形成要因を導出する。

1．ストア・ロイヤルティ及びロイヤルティに関する先行研究

　ストア・ロイヤルティに関する研究は数多く発表されており，導出された知見も多岐にわ

たって蓄積されてきている。清水［1996］のレビューは，1990 年代後半までの当該領域に

おける研究が網羅的に整理されているため，これを起点としていく。このレビューによれば，

「ストア・ロイヤルティの高い消費者は，どのようなプロフィールを持つのか，という事に

研究の中心を置いた，消費者に焦点をあてた研究と，ストア・ロイヤルティを獲得している

店舗はどのような特色を持つのか，という事を研究した，店舗に焦点をあてた研究に分けら

れ」1），ストア・ロイヤルティの測定尺度についての先行研究のアプローチが整理されてい
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る。具体的には，「（1）ある特定期間内に，基準の回数以上購入あるいは来店した店舗，（2）

ある特定期間内に，最も購買金額の多い店舗，（3）最も最近商品を購入した店舗，（4）継続

的な購買を行っている店舗」2）としている。この評価基準は，広く知られている顧客分析手

法のひとつである RFM 分析（Recency：最終購買日，Frequency：購買頻度，Monetary：

累計購買金額に基づく分析）の評価基準内に収まった指標と言える。

　Martineau［1958］は，「立地，価格帯，マーチャンダイジングという機能的要因の他に，

店舗の個性やイメージという心理的要因が影響している」3）としており，それは「価格に対

しての意識が高いと認識する顧客自身が認識していない」4）要因として指摘している。

　また，ホームセンターに対する研究成果ではあるが，髙橋［2004］が規定する小売ミック

スの要素として，店舗要因として営業日数，リニューアル度，売場面積当り駐車台数，商品

要因として部門集中度，屋内売場比率，対日用雑貨 DIY 比率，サービス要因として売場面

積当り従業員数，正社員比率，価格要因として定番価格の安さ，特売価格の安さ，競合店対

応度，販売促進要因として証券世帯当り広告費，対売上広告比率に焦点をあてた研究があ

る5）。髙橋［1999］は，ロイヤルティについて以下のように概念定義を行っている。「スト

ア・ロイヤルティの概念には，行動的な側面と態度的な側面とが存在すること。ここで，真

のロイヤルティは，反復的来店行動に好意的態度が伴っている場合を指す。もし，反復的行

動を取っていても好意的態度が伴っていなければ，それは「見せかけのロイヤルティ」に，

反対に，店舗に対しては好意的であっても反復的な来店行動に結びついていなければ，それ

は「潜在的ロイヤルティ」と，それぞれ呼ばれることになる」6）とし，行動面と態度面の両

面からの計測が必要であることを示した。

　さらに，このストア・ロイヤルティ研究を進めていくフレーム設計として，峰尾［2012］

の研究分析フレームが参考になる。そこでは，態度的ストア・ロイヤルティの観測変数とし

て，買い物満足度，業態への態度，今後の利用意図を想定し，行動的ストア・ロイヤルティ

の観測変数として，購買金額，購買利用回数，直近購買日を要因として規定している7）。

　これらの先行研究を考えると，ストア・ロイヤルティは態度的ロイヤルティと行動的ロイ

ヤルティの 2 つの側面があり，これらを解明していくために，行動的ロイヤルティに関する

顧客購買データと態度的ロイヤルティに関する顧客意識調査データの両面から研究アプロー

チをかける必要がある。先行研究における買い物満足度を例に挙げても，業態への態度，価

格帯，立地などの個別要因との相関関係を内包している点は考慮事項である。態度的ロイヤ

ルティ及び潜在的ロイヤルティを解明するためには，N Sirohi, E.W.Mclaughlin, D.R.Wittink

によるストア・ロイヤルティ調査の質問項目は有用である。そこでは，「購入を継続する意

思，将来の購入を増やす意向，店舗を他の人に推奨する意向」8）のようなストア・ロイヤル

ティの態度面の評価項目を設計している。さらに，M. P. Martínez-Ruiz, Ana Isabel Jimé-

nez-Zarco, Alicia Izquierdo-Yusta による食料品チャネルとして，ハイパーマーケットとス
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ーパーマーケットの顧客満足要因に関する研究では，積極的な顧客対応やアドバイスなどの

重要性を指摘している9）。

　ブランド・ロイヤルティに関する研究成果ではあるが，Oliver［1999］は「選択を行う自

由を有する顧客を満足させることは，彼らのロイヤルティを維持するのに十分とは言えな

い」という Jones and Sasser［1995］の考察を取り上げ，「顧客満足とロイヤルティが並行

して形成されるという仮説は間違っている」と指摘した上で，ロイヤルティの段階について，

① Cognitive loyalty，② Affective loyalty，③ Conative loyalty，④ Action loyalty の 4 つ

のフェーズに分けている10）。ここから更に発展させたのが，Bilwa Dipak Upadhye and Nir-

malya Bandopadhyay［2016］である。彼女らは，① Intensive No Loyalty，② Incompre-

hensive No Loyalty，③ Incomprehensive Spurious Loyalty，④ Intensive Spurious Loyal-

ty，⑤ Stiff Latent Loyalty，⑥ Ductile Latent Loyalty，⑦ Pre Action Loyalty，⑧ Action 

Loyalty の 8 つに形成プロセスを分割している11）。いずれの研究成果においても，スイッチ

のリスクの高さに焦点をあてて，ブランド・ロイヤルティの尺度を求めているが，ストア・

ロイヤルティのケースを考えると，完全に離反しないケースは基本的に想定することは難し

い。

　ストア・ロイヤルティを考えていく上で，極めて重要な示唆を与えているのが，Kristy E. 

Reynolds and Mark J. Arnold［2000］である。その研究成果として「販売担当者と顧客の

関係構築という戦略的アプローチは，長期的な顧客ロイヤルティの構築の鍵である」として

おり，「ストア・ロイヤルティは，顧客の販売担当者に対するロイヤルティであり，競合へ

の離反や購入金額に強い貢献を果たす」12）ことを検証している。この研究成果は，ストア・

ロイヤルティにおける顧客接点が，離反率を著しく抑制する効果を示しているが，販売担当

者と顧客の関係は，商品説明，カウンセリング，レジ対応，クレーム対応，売場案内など多

様なシーンが存在している点は十分に考慮する必要がある。しかし，小売業態の潮流として，

前述の通り，少なくとも国内小売市場においてセルフ業態が伸長している現状を踏まえると，

顧客接点が極めて限定的な状況にある。これに対して，齊藤［2011］は「セルフ・サービス

を主体とし，コモディティ化した商品を多数取り扱い，競合他社との差別化が困難な SM

（スーパーマーケット）業界においても，サービス品質を向上させることにより，顧客満足

度とストア・ロイヤルティが高まる」13）ことを検証している。

　次年度以降の研究では，これらの先行研究の成果に基づきながら，ストア・ロイヤルティ

のフェーズ体系化を進めていくため，本稿では，ストア・ロイヤルティの重要な形成要因と

して，購入カテゴリーと来店頻度及び客単価の関係について述べておきたい。

　ストア・ロイヤルティの重要な要因として購入カテゴリー数に焦点をあてた実証研究に基

づくと，拙稿［2018］に示したように，購入カテゴリー数によって，対象店舗を想起する機

会が増え，来店頻度を誘発し，顧客接点の増加によって来店頻度及び購入金額が増加す
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る14）。しかし，単純に購入カテゴリーを拡大するためのアプローチとしては，売場面積の

拡大と品揃えの拡充を実現すれば，ストア・ロイヤルティの構築に貢献すると考えられるが，

日本における小売業態として，最も広範囲に渡る品揃えを実現する総合スーパーの営業成績

が低迷している現状を考慮しなければならない。特に，国内小売市場として好調を維持して

いるのがコンビニエンスストアとドラッグストアといった最寄型小売業態であり15），立地

要因が大きなウエイトを占めていることは否めない。近年では，これらにスーパーマーケッ

トを加えた最寄型小売業態は，顧客アクセスの距離を短縮化したエリア・ドミナント戦略を

展開しており，「近さ」を追求した出店政策を基本戦略とし，近接した店舗間の顧客獲得競

争にパワー・シフトしている。このような小売業態間の出店競争は，生活者にとって近接性

の影響力が強まっていることが推察される。

　本稿の調査対象として想定しているドラッグストアについては，商業統計の業態定義に基

づけば，セルフ方式とは「売場面積の 50％ 以上について，セルフ・サービス方式を採用し

ている事業所」としており，「総合スーパー，専門スーパー，ホームセンター，ドラッグス

トア，コンビニエンスストア，ワンプライスショップ，大型カー用品店などがある」16）と規

定されている。しかし，実際の利用状況としては，商品販売に重点をおく業態とソリューシ

ョン提供に重点を置く業態に分けられる。特に，専門知識が必要なホームセンターやドラッ

グストア，大型カー用品店は，他の業態と比較してカウンセリング機会があり，顧客接点が

生じやすい特徴がある。つまり，これらの業態はストア・ロイヤルティが形成されやすい接

客シーンが存在しているという見方が可能となる。別の観点から考えると，これらのソリュ

ーション・ストア業態では，顧客接点とストア・ロイヤルティの関係性を検証し易い業態と

言える。

2．ID-POSによるストア・ロイヤルティに関する数値分析

　現状分析として全国のドラッグストア 19 企業 908 店舗の ID-POS データに基づいた行動

ベースの実績から考察していくことにする〔図表 A 参照〕。データ抽出店舗は，2016 年 4

月 1 日～2018 年 3 月 31 日の 2 年間を通じて販売実績のある店舗とした。ID-POS データで

あるため，対象となるのは当該 19 企業 908 店舗のポイントカード利用顧客である。

　対象期間は当該 2 年間で，売上総額は 4357 億 5925 万 5450 円，ユニーク購入人数 528 万

7486 人，レジ精算回数（延べ購入人数）1 億 9791 万 7850 回（人）の ID-POS データに基づ

いた購買実績データである。

（1）企業別 ID-POS 実績概括表

　図表 A では，売上規模の大きな企業から企業 No. を昇順にナンバリングしている。概括



図表A　（2 年間の顧客購買行動実績）

（データ）各社 ID-POS データ：2016 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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的な傾向として，売上規模の大きな企業ほど（ユニーク）購入人数も延べ購入人数も多く，

一回あたりの平均売価は低くなっており，売上規模の小さな企業は一回あたりの平均売価が

高くなっている。つまり，回転率重視の営業政策が顕著な売上上位企業と粗利益率重視の営

業政策が顕著な売上下位企業の傾向が示されている。特に，ドラッグストアの場合は，

OTC 医薬品や健康食品，化粧品などの高単価商品を扱っていることから，スーパーマーケ

ットやコンビニエンスストアとは異なり，商品単価の高い商品の販売によっても成立しうる

業態モデルである点は特徴的な点と言える。しかし，コンビニエンスストア，スーパーマー

ケット，ドラッグストアは最寄型小売業態であり，一般的に最も近接した店舗を優先的に習

慣利用される傾向が強い。これは即ち来店頻度は立地条件の影響を強く受け，立地条件とロ

イヤルティが相関しやすいビジネスモデルである。拙稿［2018］で検証したように，購入カ

テゴリーの数が来店頻度を引き上げ，ストア・ロイヤルティ形成に寄与する業態モデルであ

る点は踏まえておきたい17）。



図表B（企業別の離反率・新規率）

（データ）各社 ID-POS データ：2016 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・
908 店舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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　そこで最初に注目しておきたい指標が平均購入頻度である。これは来店頻度とほぼ同じ指

標となる。来店しても買い物をせずに退店した場合は ID-POS データとして記録が残らない

ため，無購入来店はカウントされないが，通常は来店した場合，何かしらの購買行動を伴う

ことを前提として考察を進めていくことにしたい。この来店頻度を見ると，最多の

DRUG01 の 60.19 回と比較すると，最少の RUG17 は 6.38 回であり，実に 10 倍近くの格差

がある。全体を見ても，売上下位層の平均購入頻度は低い傾向があり，顧客のストア・ロイ

ヤルティの低い顧客が多いと考えられる。これを証明するかのように，平均来店頻度の低い

DRUG16 と DRUG17 については，対象 2 年間のリピート率は低く，客単価を引き上げると

いう営業政策を選ばざるを得ない状況に置かれていると言える。これは，それぞれの顧客に

とっての対象店舗が，ドラッグストア業態としてメイン・ストアなのかサブ・ストアなのか

によって来店頻度の数値に差が生まれると考えられる。

　ここで企業別の離反率と新規率を確認することで，各企業別の顧客利用状況を把握してい

くことにしたい〔図表 B 参照〕。ここでは，2016 年度（2016 年 4 月 1 日から 2017 年 3 月 31

日までの 1 年間）に購買実績があり，2017 年度（2017 年 4 月 1 日から 2018 年 3 月 31 日ま
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での 1 年間）に購買実績がない顧客を離反顧客として，2016 年度の顧客全体に占めるユニ

ーク人数比率を離反率としている。また，2016 年度に購買実績がなく，2017 年度に購買実

績がある顧客を新規顧客として，2017 年度の顧客全体に占めるユニーク人数比率を新規率

としている。

　この結果を考察すると，若干の誤差は生じてはいるが，各小売企業の顧客の離反率と新規

率はほぼ同水準でバランスしており，事業基盤を維持・強化するための集客モデルとして，

出入りが少ない継続顧客対応に注力するモデルと出入りが激しく新規顧客獲得に注力するモ

デルが存在していることが分かる。これは継続利用している顧客比率の多寡を示すものであ

り，安定的営業基盤としての顧客を獲得・育成できているかどうかの指標として捉えること

ができる。したがって，チラシ特売のロスリーダー商品などで新規来店を促すような施策は，

ストア・ロイヤルティの高い顧客を多く抱えている企業にとっては，頻繁に実施する必要が

ないという可能性も考えられ，ストア・ロイヤルティの低い顧客が多い企業にとっては不可

欠な施策である可能性を示唆するものと考えられる。

　各社各指標の水準を考察すると，DRUG01 と DRUG03 の離反率及び新規率は 1 桁台とい

う驚異的な水準にあり，これは利用顧客の 90％ 以上が 2016 年度も 2017 年度も継続利用し

ていることを示しており，安定した事業基盤を証明する指標である。継続利用客の構成比と

平均購入頻度（来店頻度）との相関は高く，DRUG01 と DRUG03 の 2 社は高い平均購入頻

度を示している。これは，ストア・ロイヤルティの形成によって顧客接点が増加し，継続利

用を促進させる相乗効果が作用していると考えられる。

　また，全体的な傾向として，売上順で上位 11 企業までが概ね離反率 10％ 台を確保してお

り，上位企業では 80％ 以上の顧客が継続利用していることから，小売業の事業基盤となる

継続利用状況は 80％ 水準を維持することが望ましいと評価できる。

　一方，平均購入頻度が低く，平均売価が高い DRUG16 と DRUG17 は，店舗営業基盤に必

要な顧客数を満たしておらず，限られた顧客接点で高価格帯商品の推奨販売を推進するケー

スになっていることが推察される。また，DRUG13 は，継続的利用を定着させられていな

いが，売価訴求で利用頻度を引き上げる上位モデルに近づけようとしながらも，ストア・ロ

イヤルティ形成が進捗していないモデル強化のプロセスにあると考えられる。

　

　以上の点から，営業成績が相対的に低い下位層の企業ほど離反率が高く，上位層ほど離反

率が低い傾向が確認された。離反率の高い小売企業は，売上を維持するための顧客人数を確

保するために，少なくとも離反した客数分は新規獲得で補塡し続けなければならない状況に

陥る。これは拙著［2015］でも指摘しているが，「1 回限りの顧客を漁り続ける移住型のマ

ーケティングではなく，リピートしてくれる顧客を獲得する定住型のマーケティング」18）が

売上という成果に結びついている事実を示すものである。したがって，上位企業ほど継続顧



図表C（新規継続離反別・購入カテゴリー別指標）

（データ）各社 ID-POS データ：2016 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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客比率が高く，下位企業ほど離反顧客及び新規顧客比率が高いことから，ストア・ロイヤル

ティの高い顧客の獲得あるいは育成に成功している企業が事業規模の拡大を果たしており，

リピート利用者によって事業基盤を確立していることがうかがえる。

（2）新規・継続・離反別カテゴリー利用状況

　離反顧客，継続顧客，新規顧客に焦点をあてて，購入カテゴリーについての基礎データを

確認しておきたい。図表 C は，図表 B と同様に，2016 年度に購入実績があって 2017 年度

に購入実績のなかった離反顧客，ともに購入実績のあった継続顧客，2016 年度に購入実績

がなくて 2017 年度に購入実績のあった新規顧客が，どのようなカテゴリーから商品購入を

していたのかを一覧表示している。各顧客層の人数規模に格差が存在しているため，購入人

数構成比を掲載し，購入人数順位，購入頻度，購入頻度順位を掲載した。カテゴリー分類は，

JICFS 商品分類に基づいており，ここでは JICFS 小分類を基準として，継続顧客の購入人

数比の高いカテゴリーから順番にソートしている。また，抽出条件から，新規顧客と継続顧

客の実績値は 2017 年度実績，離反顧客の実績値は 2016 年度実績に基づいて算出している。



図表D（継続・離反顧客のカテゴリー実績比較　※継続顧客購入人数優位カテゴリー）

（データ）各社 ID-POS データ：2016 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェー
ン・908 店舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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　特に，購入人数順位も購入頻度順位も著しい格差は認められない。ドラッグストア業態で

の購入実績であるため，HBC（Health & Beauty Care）及び日用品が購入上位カテゴリー

の中心となっている点は，予想通りの結果とも言えるが，近年のドラッグストアでは来店頻

度向上のために，食品カテゴリーの強化を図っている企業が増えている。ドラッグストア業

態のマーチャンダイジング特性を考えると，菓子カテゴリーは購入目的というものよりも，

ついで買いカテゴリーの傾向が強く，一概に来店目的形成に寄与しているとは即断できない。

　この結果を前提として，継続客と離反客に焦点をあてて，購入人数構成比格差と購入頻度

格差を確認しておくことにする〔図表 D 参照〕。継続顧客が年間 50 万人以上のカテゴリー

を分析対象として，購入人数が相対的に低位にあるカテゴリーを除外して，上位 70 カテゴ

リーのデータ抽出を行うことにする。継続顧客指数と離反顧客指数は，絶対的な数値差があ

ることから順位差に焦点をあてて検討を進めていく。

　継続顧客と離反顧客の購入人数順位に大きな差が生じているカテゴリーが「育児用品・用

具」「ドリンク剤」「その他食品」「メイクアップ化粧品」「男性化粧品」「滋養強壮関連（指

定医薬部外品）」「健康食品」が，継続顧客によって著しく購入されているカテゴリーとなっ

ている。これらは継続的に購入・利用する傾向の強い商品カテゴリーであり，これらの商品

のプロモーションが，顧客育成に影響を及ぼしていることが考えられる。

　図表 E では，購入頻度順位に焦点をあてた結果である。ここでは，食品系カテゴリーが



図表E（継続・離反顧客のカテゴリー実績比較　※継続顧客購入頻度優位カテゴリー）

（データ）各社 ID-POS データ：2016 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・
908 店舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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上昇しており，これが目的購入なのか，ついで買いなのかによってもカテゴリーの位置づけ

が変わってくるが，いずれにしても継続顧客は，生活必需品や日常的商品を高頻度で購入す

る習慣が定着していることが想定される。目的購入カテゴリーとついで買いカテゴリーの判

断は，次年度実施予定の顧客調査での課題としておきたい。

（3）顧客全体デシル・ランキングに基づいた企業別分析

　ID-POS に基づいたデシル分析を実施した。顧客育成のプロセスとして，来店頻度が影響

するため，それに応じて購入金額も増加する。したがって，デシル分析によって，それぞれ

のデシルランク別に顧客購買行動を見ておきたい。対象企業及び店舗は，前出データと同様

であるが，抽出期間を 2017 年度（2017 年 4 月 1 日から 2018 年度 3 月 31 日の 1 年間）とし

ている。19 チェーン 908 店舗の全顧客 500 万 4805 人をデシル-1 からデシル-10 まで 10 分

割して，購入金額，金額構成比，平均購入頻度，平均客単価などを一覧表示している〔図表

F 参照〕。

　上位 10％ のデシル-1 で購入金額構成比 44.8％ と売上の半分に迫る状況で，デシル-2 の

20.3％ の 2 倍以上になっている。平均客単価でも，デシル-1 が 214,082 円と極めて高く，デ

シル-3 の 96,875 円と 2 倍以上である。ここで注意しておきたい点として，一回あたりの平



図表 F（対象 19 企業 908 店舗の全会員顧客のデシル分析表）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成

図表G（全顧客デシルの企業別一覧）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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均客単価である。デシル-1 が 2,804 円に対してデシル-2 は 2,161 円であり，年間平均客単価

ほどの格差は認められず，大きく影響しているのは年間平均購入頻度であるという事実であ

る。この年間購入頻度（来店頻度）が，デシル-1 が 76.36 回なのに対して，デシル-2 が

44.84 回となっており，売上貢献しているのは毎回の購入金額よりも，むしろ来店頻度によ

って売上貢献が果たされている。つまり，この結果から，ストア・ロイヤルティ形成プロセ

スの重要指標として来店頻度の増加というプロセスは，一回当たり客単価という指標よりも



図表H（全顧客デシルの企業別構成比）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チ
ェーン・908 店舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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影響力を持っていることを裏付けるものである。

　ドラッグストア 19 企業 908 店舗全ての ID-POS に基づいてデシル分割を行い，それぞれ

の企業別に，デシルのランク構成比を算出した〔図表 G 参照〕。この結果を，売上順（企業

No.）は売上順でソートした構成比グラフが図表 H である。やはり，売上が高いほど，デシ

ル-1 からデシル-3 のデシルランクの高い顧客構成比が高い状況が確認できる。この結果は，

上位企業ほどメイン・ストアとしてのポジションを確立しており，下位企業はサブ・ストア

としてのポジションにとどまっている可能性を示すものと考えられる。

（4）デシル別 ID-POS 指標

　つづいて，デシルランク別の平均購入頻度，1 回あたり購入金額，1 人あたり購入金額に

焦点をあてて ID-POS に基づいたデータ抽出を行った。まず，図表 I では最重要指標ともい

える各カテゴリーの 1 人あたりの年間平均購入頻度である。

　デシル-1 の購入頻度が多い順に購入カテゴリー（JICFS 小分類）をソートしているが，

上位は食品カテゴリーがほとんどを占めている。概して平均売価の低いカテゴリーが中心と

なっていることから，商品単価の低い商品は来店時にまとめ買いやついで買いの対象商品と

もなり，顧客の習慣利用を促進する可能性がある。なかには「禁煙補助薬」や「介護用品・



図表 I（デシル別カテゴリー購入実績：購入頻度）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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用具」のような高単価商品も含まれているものの，これらはドラッグストア業態が強いカテ

ゴリーであり，なおかつ定期購入カテゴリーでもあるため，同様に習慣利用カテゴリーとし

て機能している。その他にはペット用品として「猫」「犬」が高頻度で購入されているが，

近年ドラッグストア業界が生体はホームセンターやペットショップで購入しても，食事やお

やつなどの日常生活における消耗品市場を狙ったマーチャンダイジングを強化していること

が数字として示されている。一般的に，スーパーマーケットの利用頻度は週に 2 回から 3 回

と極めて高いのに対して，ドラッグストアは月に 2 回から 3 回が平均的な利用状況である。

これはヘルスケア，ビューティケア，ホームケアのニーズと比較して，食系チャネルで扱わ

れている商品特性によるところが大きい。しかし，ペットを飼育している家庭にとっては，

ペットにとってのスーパーマーケット機能を拡大しているため，それが来店頻度を引き上げ

る影響力につながっていると考えられる。

　図表 J は，デシル別・カテゴリー別に 1 回あたり購入金額の購買実績である。限られた顧

客の購入金額が上位に入る可能性があるため，ここではユニーク購入人数が 50 万人以上で

スクリーニングをかけて，デシル-1 の上位から 30 カテゴリーを一覧表示している。購入頻

度では食品カテゴリーとペット関連カテゴリーが特徴的だったが，1 回あたりの購入金額と

なると，「基礎化粧品」「漢方薬・生薬製剤」「メイクアップ化粧品」「健康食品」などの高単

価商品カテゴリーが上位にあがってくる。概して医薬品カテゴリーと化粧品カテゴリーが多

く，ここで上位にあがってくるカテゴリーは，特にデシル-1 の実績値が著しく高い。医薬

品，化粧品，健康食品のカテゴリー特性としては，多かれ少なかれ店員に対するカウンセリ



図表J（デシル別カテゴリー購入実績：1 回あたり購入金額）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成

図表K（デシル別カテゴリー購入実績：1 人あたり年間購入金額）

（データ）各社 ID-POS データ：2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日の購入実績店舗 19 チェーン・908 店
舗のポイントカード顧客全ての ID-POS 実績に基づいて作成
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ング機会が介在するケースが多い点が挙げられる。小売企業の営業担当者へのヒヤリング調

査からも先行研究からも，カウンセリング機会はストア・ロイヤルティ形成の影響要因とし

て挙げられており，この点は大きな仮説として考慮していきたい。

　図表 K は，デシル別・カテゴリー別に 1 人あたり年間購入金額の購買実績である。こち

らもノイズ除去のために，ユニーク購入人数が 50 万人以上のカテゴリーにスクリーニング
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した上で，デシル-1 の上位 30 位までのカテゴリーを抽出している。

　年間購入金額で考えると，上位カテゴリーの多くで，デシル-1 とデシル-2 の比較でも 2

倍以上の実績差が確認できる。ここで上位に抽出されたカテゴリーは，ドラッグストア企業

にとって戦略的カテゴリーとして位置づけられる。「アルコール飲料」と「その他食品」の

カテゴリーだけで，それぞれ 2 万円超の購入金額に達しており，高単価カテゴリーでもある

「基礎化粧品」「メイクアップ化粧品」「漢方薬・生薬製剤」なども上位にあがってきている。

これらのカウンセリング系カテゴリーのほかに，前出のセルフ系カテゴリーも含めて，ロイ

ヤルカスタマーにとってはワンストップ・ショッピングとしてドラッグストア業態を機能さ

せていくカテゴリーと考えられる。

3．総括

　本稿では，先行研究，ID-POS 分析及び実務家へのヒヤリング調査を通して導出した，顧

客のストア・ロイヤルティ形成要因の仮説構築を研究ノートとしてとりまとめておきたい。

　先行研究の多くの知見が集約されている RFM 分析に端を発するような指標を分析したケ

ースが多いが，購入頻度，購入金額については ID-POS による行動ベースのデータによって

検証できた。直近での購入実績については検証が難しいが，実務家へのヒヤリング調査から

は，1 年間利用のない顧客は自店舗を離反して，他店にストア・スイッチしているという評

価が一般的である。そこから再び再度来店誘導するコストは大きくなる。それと同様の意味

合いを持つのが継続利用であるが，継続利用顧客の比率が店舗の業績に影響を与えているこ

とは検証できた。

　しかし，以下のような態度面での検証は顧客調査が必要である。店舗イメージ，営業時間，

店舗の清潔さについては，行動ベースのデータ検証で裏付ける必要はあるが，主観的な評価

項目でもあり，ID-POS 分析だけでは判断できないため，次年度の顧客調査での確認を進め

たい。ストア・ロイヤルティの前提となる買い物満足度，チェーンや店舗及び業態に対する

好意的態度，今後の利用意図などの態度的評価項目も同様に認知ベースの顧客調査による必

要がある。特に，今後の利用意図に関しては，購入継続の意思，購入増加の意向，他者に推

奨する意向などは，ロイヤルティの強さの指標として重要な指標と考えられる。さらに，ヒ

ヤリング調査で指摘された顧客接点としての接客機会であるが，商品説明，カウンセリング

（健康相談・美容相談），レジ対応，クレーム対応，売場案内などについては，関連商品が購

入金額上位カテゴリーにランクインしていることから，その購入に至るまでの経験について

も調査が必要となる。

　また，ID-POS 分析から導出されているように，売上貢献する食品カテゴリーの位置づけ

が，目的購入であるか，ついで買いであるかについての影響要因も探る必要がある。これに
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ついては，ID-POS では一概に判断できない顧客購買行動であり，スーパーマーケットやコ

ンビニエンスストアなどの食系チャネルとの使い分け方について実態調査が必要である。拙

稿［2018］では概括的にカテゴリー数が店舗利用を促して，顧客接点を増やす効果があるこ

とを検証しているが，本稿で導出された仮説では，そのカテゴリーの中にも戦略的重点カテ

ゴリーの所在が想定される結果となっている。本稿はあくまでも研究過程としての記録であ

るが，次年度以降に，ここに挙げた研究課題を解明していく予定である。
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